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人権保障におけるヨーロッパ・システムと国内システムの「共生」
江　島　晶　子
　本研究の目的は、ヨーロッパ・レベルで新たな発展の局面をみせる人権保障システムが、人権
保障の維持・促進の観点から、国内の人権保障制度とどのような関係にあるのかを検討すること
である。研究対象の主眼は、ヨーロッパ人権条約（以下、ECHRと記す）第11議i定書によって
新しく設立されたヨー－nッパ人権裁判所にある。なかでも、地域的人権裁判所の単一常設化は、
国内法および国内裁判所にどう影響するのか、他方、そのことがヨーロッパ人権裁判所にどう影
響するのか特に注目する。本年度は、2000年度に行ったECHRをとりまく状況の分析および
新・ヨーロッパ人権裁判所の現状分析を継受しつつ、下記に示すように、問題の指摘とそれに対
する対応策の究明に研究活動の主眼をおいた。
　第一に、新ヨー一ロッパ人権条約の設置は、事件の急増と訴訟遅延に対処する機構改革であった
にもかかわらず、当該機構改革によって増強したはずのキャパシティを越える申立が殺到してい
る。（900％の増加）これには、締約国数のさらなる増加と機構の知名度の高まりという元来の要
因に加え、機構の常設化自体がもたらした宣伝的効果も指摘できよう。事件数の急増が招く訴訟
遅延は、従来のECHR機構の信頼性と権威を失いかねない。ヨーロッパ人権条約評議会閣僚委
員会によって新裁判所の評価を任された評価グループEvaluation　Group（2001年2月設置）も強
く懸念を表明し、早急に対策を取ることを勧告した（同年10月）。なかでも、興味深い点は、ヨ
ーUッパ人権条約の補充性を考慮に入れると、何よりも国内レベルにおいて条約実現のための実
効的措置確保が重要であると強調する点である。
　第二に、扱う事件自体の性質・性格の変化が指摘できる。それは、従来の人権基準を今後維持
できるのか、大規模な人権侵害に対してECHRはどこまで効果的かという懸念とも関わる（例
として、Bankovice　at　al．　v．17　Member　States　of　the　Council　of　Europe，　Loizidou　v　Turkey
におけるトルコ政府判決不履行）。
　第三に、より複雑または政治的な事件がストラスブールに集まる事が、ヨーロッパ人権裁判所
の民主的正統性の問題を提起しよう。この点では、国内法における憲法適合性審査を担う裁判所
　（とくに憲法裁判所）と議会との関係の議論が非常に参考になろう。
　第四に、興味深い点として、単一常設化の影響は、ヨーロッパ人権裁判所裁判官自身の意識に
微妙な影響を及ぼしている。この変化は、長期的には、国際人権裁判所の性格に新たな側面を付
与しえよう。最後に、以上のような問題点と発展性を考慮に入れると、EU（例としてEU基本
権憲章）を視野に入れたヨーロッパの新たな動向は、ヨーロッパ人権裁判所にどう影響をするか、
他方、逆はどうかというのも興味深い側面である。
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